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川西市上下水道局滞納整理・窓口業務及び

検針・閉開栓業務委託仕様書

１ 基本項目

（１）目的

本仕様書は、川西市上下水道局が受託事業者に委託する「川西市上下水道局滞納整理・窓口業務及

び検針・閉開栓業務委託」に関する業務の範囲・内容等について定めるものである。

（２）業務の履行

受託者は、本仕様書のほか関係法令及び川西市条例等の規定を遵守し、上下水道局の経営方針に従

い使用者のサービス向上を念頭に合理的かつ能率的に業務を遂行するものとする。

（３）業務の対象区域

委託業務の対象区域は、川西市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例第 3条第 2項に定め

る給水区域内及び川西市上下水道局の指示する区域とする。

（４）委託業務の内容

委託業務の主な内容は、以下のとおりとする。

① 窓口・電話受付業務（ＦＡＸ・インターネット受付含む）

② 収納業務（水道料金、下水道使用料等）

③ 滞納整理・給水停止業務

④ 料金計算・調定業務

⑤ 検針業務

⑥ 閉開栓業務

⑦ その他関連する業務

（５）委託業務の予定件数

委託業務の予定件数は、「委託業務予定一覧表」（別紙１）のとおりとする。

（６）委託業務の履行場所

主な業務の履行場所は、上下水道局内とする。

（７）委託業務の期間等

① 委託業務期間は契約日から令和 11年 3月 31日までとする。

② 委託業務開始日は令和 6年 4月 1日とする。

③ 契約日から委託業務開始日の前日までの期間は委託業務開始準備期間とし、委託業務に従事す

る従業員（以下「業務従事者」という。）に委託業務に関する教育、研修を完了させ、業務開始に

支障をきたさないこととする。

④ 委託料の支払いは委託業務開始月分からとし、委託業務開始準備期間に係る経費等は、全て受

託者の負担で行う。

（８）業務日及び時間等

窓口営業時間は以下を満たすものとする。

① 平日午前９時から午後５時までとする。ただし、業務上必要があるときは、上下水道局の承認

のもと午後８時まで可能とする。給水停止実施日においては午後６時３０分とし、必要に応じて

午後６時３０分以降も柔軟に対応する。なお、夜間や休日等も連絡体制は常時整えておくこと。

② 土曜・日曜及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）の規定する休日及び  
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１２月２９日から翌年の１月３日までの日を休業日とする。

③ 業務時間外及び休業日においても、各業務の状況に応じ柔軟に対応するものとする。

④ 業務時間及び業務内容については、上下水道局と受託者との協議により変更することができる

ものとする。

（９）業務従事者

① 受託者は、業務遂行にあたって、業務責任者及び業務に従事する者について、書面により上下

水道局に速やかに届け出るとともに、承認を得るものとする。変更する場合についても同様とす

る。

② 上下水道局は、業務従事者が不適格と認める場合、理由を明示してその交替を申し出ることが

できるものとする。

③ 電子計算機・ハンディターミナル・各種ＯＡ機器操作について技能・経験及び知識を有する者

を配置するものとする。

（10）現金取扱者

受託者は、業務遂行にあたって現金取扱者を指定するものとし、領収日付印を調製し、その者に貸

与しなければならない。また、現金取扱者を解除した場合は領収日付印を返還させなければならない。

（11）服装・業務受託者証

① 業務従事者は、業務に応じ統一した被服を着用し、清潔かつ作業内容に適した服装とするもの

とする。

② 業務従事者は、業務遂行中、上下水道局が交付する受託者証を常に使用者から見えやすい箇所

に携帯し、提示を求められた場合はこれを提示するものとする。

③ 業務受託者証は、受託者からの申請に基づき交付するが、受領後は受託者の責任において厳正

に管理するものとする。また、変更が生じる場合は、その都度申請し、変更前の業務受託者証を

返還するものとする。

（12）貸与品・支給品・光熱水費・郵送料等

① 上下水道局は、委託業務遂行上必要とする機器及び設備等を受託者に貸与・支給する。

② 品名・数量については、「貸与品・支給品等一覧」（別紙２）のとおりとする。

③ 貸与・支給に際しては、上下水道局及び受託者の両者立会いのもと行うものとし、受託者は確

認後、貸与品受領書を上下水道局に提出するものとする。貸与品の使用と管理にあたっては善良

な管理に努めるものとする。なお、受け渡し時期・場所は別途指示する。

④ 貸与品については、台帳等を作成し、定期的に台帳との照合確認を行い、数量・機能・使用状

況又は保管状況を確認し、滅失や破損等した時は速やかに上下水道局に報告し、その指示に従う

ものとする。

⑤ 盗難や紛失、過失による毀損があった場合は、受託者の責任において賠償するものとする。

⑥ 受託者は本仕様書に変更があったとき、若しくは当初の目的を完遂し、借用の必要がなくなっ

たときは、貸与品等を速やかに上下水道局に返還するものとする。

⑦ 前項の定めにより、受託者が貸与品等を返還するときは、受託者が提出した貸与品受領書と照

合し、貸与品等の現状について確認するものとする。なお、貸与品等に損傷などがあった場合の

処理は⑤項によるものとする。

⑧ 光熱水費や郵送料等については、別紙２「その他」に記載するとおりとする。

⑨ その他必要な物品等は原則として受託者が用意するものとするが、上下水道局との協議による

場合は、この限りではない。

（13）使用物品等の負担区分

① 上下水道局は、別紙２支給品に示す帳票類の製作に要する費用を負担するものとする。

② 受託者は、上下水道局の負担によるものを除く一切の費用を負担するものとする。
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（14）留意事項

① 受託者は、業務遂行にあたって関係法令及び川西市水道事業給水条例、川西市下水道条例等関

係規則並びに上下水道局が必要に応じて指示する事項を遵守しなければならない。

② 業務遂行にあたって、使用者の宅地内等に立ち入る場合は、その目的を告げ、必要な範囲を超

えて立ち入ってはならない。また、使用者の所有物件を毀損しないよう細心の注意を払うものと

する。

③ 業務遂行中、上下水道局又は第三者に損害を与えた場合は、受託者の責任において賠償するも

のとする。

④ 業務遂行にあたって、夜間及び早朝に使用者宅を訪問したり、電話業務を行う場合は使用者の

了解又は指定がない限り、社会通念上逸脱した態様で行ってはならない。

⑤ 使用者から苦情又は問い合わせがあった場合は、受託者の責任で対応するものとし、内容及び

対応結果について書面により上下水道局に報告するものとする。

⑥ 夜間・休日及び災害等緊急事態に備え、上下水道局と受託者で緊急連絡体制を整備するものと

する。

⑦ 業務遂行にあたっては、上下水道事業に関する品位の保持と信頼の確保を常に念頭においてこ

れにあたるものとする。

⑧ 業務に従事する者は、業務遂行にあたって質問及び不明な点があった場合は受託者の責任者に

問い合わせること。責任者は要点をまとめ、上下水道局があらかじめ指定する担当者と協議する

ものとする。

また、使用者等からその他の依頼や問い合わせがあった場合も同様とし、業務に従事する者と

委託者職員との間では決して直接協議してはならない。ただし、上述の上下水道局があらかじめ

指定する担当者の立会いの下において、業務に従事する者と委託者職員との間の直接協議がなさ

れる場合はこの限りではない。

（15）事故等発生時の処理

① 受託者は、次に掲げる事故等が生じたときは、直ちにその状況を上下水道局に報告するととも

に速やかに事故報告書を作成し提出するものとする。

ア 領収書その他の書類の紛失等

イ 業務受託者証の紛失等

ウ 収納した上下水道料金等の紛失・盗難等

エ 貸与品の紛失・毀損等

オ 委託業務に関するデータの紛失・毀損等

カ その他、上下水道局に報告する必要があると認めるもの

② 受託者は委託業務の履行に関し、自己の責めに帰すべき事由により、上下水道局又は第三者に

損害を与えたときはすべて受託者の負担とし、その賠償の責を負うものとする。ただし、上下水

道局の故意若しくは重大な過失に起因する場合、又は天変地異その他避けることのできない非常

災害による場合はこの限りではない。

（16）報告

① 受託者は、上下水道料金（水道・下水道別）、分担金、窓口・電話の相談件数、訪問件数（市内・

市外）、訪問徴収金額、閉開栓受付件数（窓口・電話の閉開栓別の内訳）、他部署連携件数、給水

停止執行・解除件数、誓約書取得件数、次回約束配布件数、督促電話件数（繋電・不出の時間別

の内訳）等各業務の実施結果及び上下水道局が指定する項目を整理した業務日報を作成し、翌営

業日までに上下水道局に報告するものとする。

② 毎月の業務実施結果を整理した業務月報を作成し、翌月１０日までに取りまとめるとともに、

毎月１回会議を開催して上下水道局に報告するものとする。なお、会議の議事録については会議
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後１０日以内に受託者が作成し、上下水道局へ提出するものとする。

③ ４月から３月までの業務月報をとりまとめた業務年報を翌年度４月中に作成し、上下水道局へ

提出するものとする。

④ 苦情等が発生した際は、上下水道局に報告するものとする。

⑤ 報告様式・内容等の詳細は上下水道局と受託者で協議するものとする。

（17）秘密の保持

受託者及び業務従事者は、業務を遂行するうえで知り得た一切の情報を上下水道局が指示する目的

以外に使用し、又は第三者に漏らしてはならない。委託契約終了後も同様とする。

（18）個人情報の保護

受託者は、受託業務のために個人情報を取り扱う場合は、個人情報の保護に関する法律その他関係

法令を遵守し、「個人情報保護に関する特記事項」（別紙３）に掲げる事項についての安全確保の処理

を行い、個人情報の保護に必要な措置を講ずるものとする。

（19）審査

① 上下水道局は、必要に応じて受託者の業務状況・関係書類等を審査することができる。

② 受託者は、上下水道局から審査の請求があった場合はこれに応じるものとし、関係書類等を提

示又は提出するものとする。

③ 受託者は、審査に伴い指摘事項等があった場合は速やかに是正し、改善報告書を提出するもの

とする。

④ 上下水道局は、前項の是正を審査し、それでも改善されないときは契約を解除できるものとす

る。

（20）事務引き継ぎ

① 受託者は、委託業務の開始前に必要なマニュアル等の引き継ぎを上下水道局又は上下水道局が

指定する者から受けて委託業務に関する研修を行い、業務の遅延やサービスの低下を招いてはな

らない。

② 受託者は、委託業務の契約期間が満了となるとき又は契約が解除されることが確定したときは、

速やかに委託業務に関する一切の事務を上下水道局又は上下水道局が指定する者に無償で引き

継ぎをしなければならない。

（21）その他

契約日より業務開始日までの業務開始準備期間の業務計画書を提出しなければならない。

（22）疑義

この仕様書に定めのない事項については、上下水道局と受託者双方で協議の上定めるものとする。

ただし、緊急を要する場合は、上下水道局の指示するところによるものとする。

２ 窓口・電話受付業務

（１）水道の使用開始・中止の受付に関すること

窓口、電話、ＦＡＸ、インターネットによる受付を行い、上下水道料金システムを操作しプリント

アウトされる｢水道開栓派遣書｣、｢水道閉栓派遣書｣に必要事項を記載する。その後、派遣書に基づき

作業を開始する。また、必要に応じて｢水道開栓派遣書｣、｢水道閉栓派遣書｣にマッピングを添付する。

なお、受付は営業時間内及び土曜日とする。時間外については原則受付しないものとし、連絡があ

った場合、市の宿直が伝えるが、緊急の場合等で対応が必要な場合は受付対応し、適正な処置を図る

こと。

（２）名義変更に関すること

家族内の名義変更は、使用者の希望日もしくは定例検針日の翌日をもって行うこと。
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（３）送付先変更に関すること

使用者が、使用水量のお知らせ等の送付を給水場所以外に希望した場合は、送付先を登録すること。

（４）各種届出受付に関すること

① 漏水減免申請

水道料金・下水道使用料漏水減免取扱要綱に基づき減免申請を受付する。申請受理後、決裁資料

を作成し上下水道局の決裁を得ること。

② 上下水道料金口座振替に関する受付・受理

使用者からの申請は金融機関窓口への提出を依頼し、できない場合は、受理後金融機関へ提出す

る。金融機関承認後、送付されるお客様控えを使用者に送付する。なお、納付書払いへの変更希望

は、上・下水道料金口座振替解約届を上下水道局に提出するよう依頼する。必要があれば名義変更

も同時に受け付けること。金融機関承認後、口座振替申込書を受理した際は受付簿に記載すること。

③ 上下水道料金支払証明書・水道使用証明書等の発行（開栓・閉栓・使用量・収納額）

交付申請に基づき証明書を発行する。その際、マイナンバーカード等の身分証明書により本人確

認を行うこと。

（５）上下水道料金等の説明に関すること

上下水道料金等についての問い合わせがあった場合は、内容をよく聴き、懇切丁寧に対応し、苦情

等につながることのないよう留意すること。

（６）上下水道料金の収納に関すること

① 上下水道料金等の窓口収納

上下水道料金等を収納したときは納入通知書の領収日付印欄に領収印を押印すること。小切手で

収納を行った場合は領収書に証券受領印も併せて押印し、領収書を支払い者へ確実に手渡すこと。

なお、先付の小切手を受領した際は預り書を交付後小切手はその日まで保管し、領収書を後日支払

い者へ送付すること。不測の事態等が発生した場合、銀行等関係機関に問い合わせるなど、確実な

収納に努めること。

② 銀行への入金整理

窓口で収納した現金は、納入済通知書と現金を照合の上、金庫に厳重に保管し、翌営業日に出納

取扱金融機関に入金すること。

③ コンビニ入金及びモバイル決裁の整理

コンビニ収納及びモバイル決裁受託会社から送付されるデータを用いて出納取扱金融機関に入

金すること。

（７）上下水道料金以外（分担金・手数料・負担金・前受金等）の受領に関すること

上下水道事業会計に属する分担金・手数料・負担金・前受金等の納付があった場合、上下水道料金

と同様に出納取扱金融機関に入金すること。

（８）口座振替の推進に関すること

電話等で開栓、名義変更の届出があった場合や、特に料金滞納者への接触時には上下水道料金の口

座振替への切り替えを勧めること。

（９）宅内漏水、水道メーター、メーターボックスの破損等の問い合わせの対応（業者紹介等）に関す

ること

宅内漏水の問い合わせには、簡易な漏水の調べ方等を説明し、早急に修理を行うよう依頼すること。

漏水減免制度の説明をすること。使用者が川西市指定給水装置工事事業者を知っているのか確認し、

知らない場合は、上下水道局水道課のホームページ（同課備え付けの指定業者一覧）、もしくは株式会

社川西水道サービス（川西市が出資する第３セクターの法人であり、メーター検針、閉開栓、夜間・

休日・年末年始における待機等修繕工事・漏水防止・給水管改良工事・メーター取替等の業務委託契

約を川西市上下水道局と締結している）を案内すること。水道メーターの破損については、株式会社
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川西水道サービスに連絡し、必要に応じて上下水道局経営企画課に報告を行うこと。宅内以外の漏水

やメーターボックスの破損については、株式会社川西水道サービスに連絡し、必要に応じて上下水道

局経営企画課、水道課等に報告・引き継ぎを行うこと。

メーターボックス位置に関する問い合わせなどがあった場合は、必要に応じて管路情報システム

（マッピングシステム）で確認の上、対応すること。

（10）閉栓に伴う現地精算業務に関すること

現地での精算は、原則行わない。ただし、現地での料金等の支払精算を希望した場合は水量、上下

水道料金等を計算のうえ、現金と引き替えに精算業務を行い、ハンディターミナルまたは手書きの領

収書を交付すること。

（11）長期閉栓に伴うメーター撤去に関すること

長期閉栓されている水栓の内、メーター撤去が必要なものを上下水道料金システムより抽出し、対

象者一覧表を作成すること。

（12）水道使用の新設、種別変更、廃止に関すること

水道課または川西市指定給水装置工事事業者からの書類に従い、次の処理を行う。

① 水栓の新規登録（使用者に関する情報を含む）

② 親メーター有りの各戸検針各戸徴収の場合の付番

③ 臨時用の閉開栓。一般用に計算用途変更し閉栓（閉栓後、家事用切替の場合）

④ 下水道登録

⑤ 水栓の廃止

⑥ 下水道の臨時使用

⑦ メーター出庫等における受付・引き渡し・台帳への記入

（13）入力に関すること

開栓、閉栓、用途変更、メーター撤去、メーター取替、送付先変更等について、上下水道料金シス

テムへの入力を行うこと。なお、必要に応じて、使用者、事業者、物件の所有・管理者、川西市指定

給水装置工事事業者等に確認すること。

（14）上下水道に関する問い合わせ・相談・苦情等の受付、対応に関すること

上下水道に関する問い合わせ（窓口・電話・メール・FAX等による）・相談・苦情等に関して、受

託業務の範囲内であれば懇切丁寧に説明を行い、受託業務以外の内容であれば関係部署に確実に案内

し引き継ぎを行うこと。また、メール等文章による回答が発生した場合は、過去の回答を参考に回答

を作成し、上下水道局に確認すること。

（15）駐車サービス券に関すること

来庁者の来庁時間が 1時間を超えた場合、必要に応じて上下水道局に減免処理を依頼すること（川

西市指定給水装置工事事業者等業者には交付しない）。

３ 収納業務

（１）上下水道料金の納入通知、督促状、催告書及び滞納金額のお知らせの送付に関すること

上下水道料金システム委託業者により作成、納品された納入通知書、督促状、催告書及び滞納金額

のお知らせについて、収納済使用者等の納入通知書を抜き取る。その後、同一の使用者や送付先が同

じ納入通知書をまとめて郵送する。その際に、各帳票の通知数と重さ別の発送件数を集計し、年間の

発送状況をとりまとめ、報告する。

（２）上下水道料金等の消し込み処理に関すること

① 上下水道料金納入済通知書（ＯＣＲ）によるもの

ア 上下水道局経営企画課からの納入済通知書を分類し、ＯＣＲ読取機により読み込み処理をす
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る。

イ 読み込み処理の終了後、消し込みデータを作成し、上下水道料金システムに取り込む。

② 口座振替による収納

ア 毎月１５日・２７日（金融機関が休業の場合は翌営業日）の振替日の６営業日前（例外あり）

までに振替口座情報を上下水道料金システムに入力する伝送データの授受等は、上下水道料金

システム委託業者が対応する。

イ 振替後２営業日後（例外あり）に上下水道料金システム委託業者により口座振替結果が上下

水道料金システムに取り込まれる。その後、上下水道料金システムに日計日の入力を行い、同

様の内容をExcelに集計し、上下水道局に報告すること。

システム取り込み時に次の処理を行う。

※1 送付先が設定されている振替済の使用者に対しては、取込日の２営業日後に「口座振

替済通知書」が納品されるので経済的、合理的に分類し送付する。

※2 残高不足の理由による口座振替不能分については、使用者に「上下水道料金振替不能

通知」を送付する。

※3 再振替は上下水道料金システム上、残高不足のみ対象となるので、残高不足以外の理

由による口座振替不能分は、実態を調査し上下水道料金システム委託業者から納品され

る納入通知書を送付する。なお、再振替の振替不能分についても、実態を調査し督促状を

送付する。残高不足により口座振替不能が続く場合は、実態を調査し、納付書払いに切り

替える。

※4 紙媒体での口座振替依頼分は再振替がないため、口座振替不能分は、実態を調査し、

必要に応じて納入通知書を発行、送付する。

ウ 口座振替済収納データの上下水道料金システムへの消し込み処理については、上下水道料金

システム委託業者が対応する。その後、上下水道料金システムに日計日の入力を行い、同様の

内容をExcelに集計し、上下水道局に報告すること。

エ 依頼書分については入金確認後、消し込み用納付書をＯＣＲで読み取り、上下水道料金シス

テムに取り込む。

オ 大量発送する郵便物は種別ごとに集計し、発送する。

カ 滞納分の口座への請求は使用者へ事前通知の上随時行うこと。

③ コンビニエンスストア（モバイル決済を含む。）による収納

コンビニエンスストア（モバイル決済を含む。）による収納、消し込みについては、上下水道料金

システム委託業者が行う。なお、速報データの消込は、１（８）②に掲げる休業日を除く毎日、確

報データの消込は、概ね５日ごとに行う。その後、上下水道料金システムに日計日の入力を行い、

同様の内容をExcelに集計し、上下水道局に報告すること。

④ 現金書留による収納

現金書留により送金を受けた時は、窓口収納と同様に処理し、領収書を使用者に送付する。送金

された額に過不足があるときは使用者に連絡し処理する。

⑤ 上記の収納消し込み処理を行った際に二重入金等があれば上下水道料金システムから「過誤納

一覧」を表示し、後述（４）の還付・充当処理を行うこと。

（３）収納日計表の作成に関すること

納入済通知書、口座振替、コンビニ収納（モバイル決済を含む。）による消し込み処理終了後、「収

納日・収入区分別収入合計表」を作成し、上下水道局へ提出する。

（４）上下水道料金等の還付・充当処理に関すること

下記の還付・充当処理が必要となった場合は、使用者に確認を取ったうえで、処理に関する資料を

作成し上下水道局の決裁を得ること。上下水道局の決裁完了後、還付等決定通知書を使用者へ送付す
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る。還付等決定通知書送付後、還付未済者への対応は上下水道局の決裁を得て随時行う。また、還付

完了分について、毎月初に上下水道料金システムに日計日の入力を行い、同様の内容をExcelに集計

し、上下水道局に報告すること。（還付金等の振込は上下水道局が行う。）

① 漏水減免による還付・充当

② 二重入金による還付・充当

③ 調定更正による還付・充当

（５）口座情報の管理（登録、変更等）に関すること

① 取扱金融機関で照合された口座振替依頼書データを上下水道料金システムへ入力する。

② 使用者から市内転居等で旧使用場所の口座振替継続の申し出があった場合は、新使用場所の登

録情報に本人確認の上、口座情報を引き継ぐこと。

③ 本調定までの口座登録者（新規または変更登録者）に対して、上下水道料金システム委託業者

から納品される「上下水道料金口座振替開始のお知らせ」を送付する。

④ 口座振替の対象となる金融機関及び支店の登録がない場合は新規に登録すること。

（６）口座振替依頼データの作成に関すること

① 口座振替指定日は、２０日調定分は同月２７日、月末調定分は翌月１５日とし、その日が休業

日にあたるときは翌営業日とする。なお、滞納分の口座への請求についても口座振替指定日に随

時行うこと。

② 料金調定終了後、振替日の６営業日前（例外あり）までに上下水道料金システムに振替口座情

報を入力する。口座振替依頼書（紙媒体）を作成し、対象金融機関に送付する。以下のフローは、

「３（２）②」を参照。

③ その他の必要な事項

その他必要な事項は上下水道局と協議し定めることとする。

４ 滞納整理・給水停止業務

（１）滞納整理計画の作成に関すること

給水停止、督促、催告等の滞納整理についての年間計画を年度当初に作成し上下水道局に報告する。

また、前年度の高額滞納上位者５０名を５月末日までに一覧表にしたうえで、当該者の前年度との滞

納額比較を行い交渉経過、対策を報告すること。

（２）滞納者情報の管理に関すること

受託者は滞納者等の状況を上下水道料金システム等を用いて管理し、業務にあたるものとする。

滞納者との交渉内容は上下水道料金システムに記録すること。滞納者が複数水番を使用している

（閉栓含め）場合は同一管理を行うこと。

また、毎月末に滞納者の状況について上下水道局に報告すること。

（３）督促状の作成・発送に関すること

① 納期限が過ぎても上下水道料金等の納入がない使用者については、督促状を送付する。

② 督促状は送付直前まで入金確認を行い送付する。

③ 納付はあったが上下水道料金システムに反映していない場合や漏水減免申請中等により一時請

求保留としている場合など、抜き取り分を確認し送付する。

（４）催告及び訪問徴収に関すること

① 督促状納期限を過ぎて未納となっている使用者については、当該使用者に対する次の調定時に、

催告書を送付する。

② 電話・訪問徴収については、積極的に行い早期の未収金の解消に努める。

③ 催告による入金状況を管理し、定期的に上下水道局へ報告する。
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④ 新規滞納者に対しては、給水停止予告通知までに２回以上文書催告を行い、あわせて電話催告、

現地訪問等を行うこと。

⑤ 文書催告後も未納となる場合は、管理番号を付番し６か月以内に給水停止対象とする。なお、管

理番号は完納後削除すること。

⑥ 閉栓後、督促状によっても納付がない場合は、文書催告、電話催告を速やかに行う。

（５）滞納金額のお知らせの作成・送付に関すること

催告後も未納がある使用者については、上下水道料金システム委託業者から納品される滞納金額の

お知らせを送付する。

（６）徴収停止に関すること

徴収の取り組み後、やむを得ず徴収困難と判断した場合は、徴収停止として上下水道局に報告する

こと。

（７）時効完成債権の整理に関すること

① 未納者の時効期間の管理

未納者について水道料金、下水道使用料の時効期間を管理すること。また、水道料金の時効経過

後も、少なくとも下水道使用料の時効期間までは管理すること。なお時効管理の際は、完納確約書

による債務承認や交付要求による時効中断事由も考慮すること。

② 未納となっている上下水道料金の時効が完成しないように努力すること。

③ 完納確約書の受け取り等、時効の中断事由が発生した場合、上下水道料金システムに入力する

こと。

④ 文書催告、訪問催告、給水停止等の措置を実施したものの、納付や誓約が得られず時効の中断

ができなかった債権（時効完成債権）について、滞納者毎に整理すること。その際、下記の項目

をまとめておくこと。

ア 滞納となった理由

イ 時効期間が経過するまでの間の取組状況（交渉経過）

ウ 滞納者の支払い能力の有無

エ 滞納者の現況

オ その他、上下水道局が必要と判断する事項

⑤ 上下水道局が指定する時期に滞納者リストを作成し提出すること。

⑥ 上下水道局が不納欠損及び債権放棄を行うための資料を作成すること。

ア 時効到来調定等の資料を作成し、上下水道局の指定する期日までに提出すること。

イ 個人の破産や企業の倒産等による支払不能者の調定資料を作成し、上下水道局の指定する期

日までに提出すること。

ウ 開栓中の使用者に不納欠損・債権放棄が発生した場合、状況を確認し、リストを作成するこ

と。

エ 新規で、開栓中にも関わらず不納欠損・債権放棄となるようなことが無いよう努めること。

（８）給水停止に関すること

給水停止は給水停止取扱要綱に基づき行う。給水停止訪問時には納付交渉ほか、必要に応じて名義

変更の受付、口座振替の勧奨を行う。

① 給水停止執行予告書の作成及び送付

ア 上下水道料金システムから給水停止予告対象者を抽出し、入金状況・経過記録等を確認した

うえで、給水停止執行予告書を作成し、上下水道局の承認（決裁）後に発送する。

イ 発送直前まで入金状況を確認し、納入済者へ発送することのないよう注意する。

ウ 電話等で次回入金約束を申し出ている者について、約束日前に発送することのないよう注意

する。
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② 給水停止執行予告書発送後、対象者からの入金予定の電話連絡や窓口等での支払いがあれば、

その状況を記録する。

③ 給水停止執行通知書の作成

予告通知の支払期日を経過しても納入のない者をリストアップし、上下水道局の承認（決裁）後

給水停止執行通知書を作成する。

④ 給水停止の執行

ア 「給水停止執行通知書」に記載された日に給水停止を執行する。

イ 給水停止の中止または保留は、給水停止取扱要綱に基づくものとする。

ウ 給水停止の執行は専用工具による１次側止水栓止め、キャップ止め又はバルブ止め（副弁止

めを含む）により行う。

エ 給水停止を行った場合には、必ず給水停止執行済通知書を使用者に交付する。使用者が不在

の場合は郵便受け等に投函する。

オ 止水栓の閉栓時にはメーター番号を確認し、給水停止時メーター指示数及び給水停止方法を

記録する。

⑤ 給水停止の解除

ア 受託者は給水停止執行日の午後６時３０分まで事務所で待機するものとする。それ以後は、

原則として取り扱わないが、給水停止解除要件を満たす場合、必要に応じて解除対応を行うも

のとする。午後５時までに連絡があり給水停止の解除をする必要がある場合は、受託者が対応

するものとし、午後５時以後に連絡があった場合は、「７ 夜間・休日・時間外等受付業務」に

基づき対応するものとする。

イ 給水停止の解除は、給水停止取扱要綱に基づくものとする。

ウ 給水停止を解除する場合は、１次側止水栓の開栓を行い、パイロットの静止を確認するもの

とする。

⑥ 給水停止執行状況の報告

給水停止の作業終了後、執行状況をまとめ、報告書を上下水道局に提出する。

⑦ 給水停止後連絡のないものは、現地確認を行い、無断使用の有無、職権閉栓の必要性等を上下

水道局に報告すること。

⑧ 給水停止保留者の管理

支払い約束等により給水停止の執行を保留した者について、その履行状況を管理し、不履行者に

ついては上下水道局の承認（決裁）を得て再度給水停止を執行する。執行後、給水停止解除要件に

該当する場合は、１次側止水栓の開栓を行う。

⑨ 給水停止の執行状況について上下水道料金システムに入力する。

⑩ 給水停止執行予告書等、給水停止までの通知ごとに対象者の滞納状況及び通知による収納状況

を現年度・過年度毎に集約して上下水道局に報告すること。

（９）分割納付に関すること

① 滞納金の一括納付ができない使用者については、原則２年以内に完納になるよう分割納付によ

る計画的な納付を促すこととし、完納確約書の提出を求める。分納は安易に受け付けず、滞納者

の生活状況をしっかり聞きとり、その方の生活状況に合わせた適切な対応を行うこと。生活状況

を確認したうえで、他部署との連携が必要な場合は、積極的に行うこと。特に生活困窮者につい

ては、上下水道局に状況を報告し関係部署との連携を図るとする。また、使用量が多いと思われ

る滞納者には、節水の指導を行うこと。

② 分納誓約については、上下水道局の承認（決裁）を得て、使用者に分納計画書（控）や納付書

等を交付し、誓約内容を上下水道料金システムへ入力する。

③ 常に分割納付者の納付状況を確認し、納付計画が履行されていない場合は催告（電話・文書）
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を行う。催告を行っても納付がない場合は給水停止執行予告書の対象とし、以後給水停止の手続

きに則って処理する。

④ 郵送納付者に対しては分納誓約書の納付計画に従って納付書を郵送する。

（10）閉栓分の催告について

閉栓しているもの（市内他個所で開栓しているものは除く。）に７月、１２月に催告を行う。

（11）市外徴収について

近隣市に転出したものについて、年１回以上訪問徴収を行う。遠方については、上下水道局と相談

し、実施するかどうか協議することとする。

（12）郵便物の返戻調査

納付書、督促、催告、還付・充当通知、未還付再通知、検針のお知らせ表及び停水予告等郵便物の

返戻分について、上下水道料金システムに経過記録を入力する。返戻整理簿作成後、電話、現地調査、

住民票等の調査を上下水道局と協議して調査する。なお、住民票等の調査など、照会に必要な書類を

作成し、上下水道局に提出することとする。

（13）交渉記録について

滞納者との交渉内容は、その都度、上下水道料金システムに詳細を入力するものとする。

（14）その他必要な事項について

その他必要な事項は上下水道局と協議し定めることとする。

５ 検針業務

（１）業務の概要について

① 定例検針は、対象区域を「偶数月検針地域」と「奇数月検針地域」に区分し隔月検針とする。

また、定期計量時以外に計量の必要がある場合、上下水道局はその計量の実施を指示することが

できるものとする。

② 各月の 1日より開始し、毎月前半と後半に分けられた調定日の 2営業日前までとし、前半と後

半に分けられた地区ごとに定められた検針日に実施し、全件完了すること。

③ 検針時間は、一般的に使用者等の理解が得られる範囲内とする。

④ 受託者は、検針業務を行うに当たり、検針日の前日までに検針データを作成し、ハンディター

ミナルの準備をして検針を実施する。

⑤ 施錠や車両の下などで検針が出来なかった場合、訪問日時を記載した不在票を投函し、後日検

針に訪問する。

⑥ 検針終了後、ハンディターミナル内の検針データを料金システム端末へ送信する。また、検針

時に使用者から聞き取りした内容について報告すること。

⑦ 受託者は、検針員ごとの検針件数の月報を作成し、翌月に報告すること。また、年度末に年間

の検針員ごとの検針件数の年報を作成し、報告すること。

⑧ 閉栓中の水道メーターについても検針を行い、無届使用及び漏水等の発見に努めること。

（２）検針計画の作成に関すること

① 定例検針を実施する場合は、システム業者の示すスケジュール予定表に基づいて年間の日程表

を前年度末に作成し、上下水道局に確認を得てから実施するものとする。

② 日程表は、その業務量を検針員に応じて適切に分配し、作成するものとする。

③ 提出した日程表を変更する場合は、上下水道局に確認し、行うものとする。

（３）計量データの出入力に関すること

① 受託者は、（２）において作成した日程表に従って、検針対象内容のデータを作成し、ハンディ

ターミナルによる検針を実施できるよう準備するものとする。



12

② 各ハンディターミナルに入力された検針データを取りまとめ、システムに入力し、異常の認め

られる検針箇所等については、エラーリスト、未検針リスト等を作成する。

③ 上記②において作成されたエラーリスト、未検針リスト等を精査し、必要に応じて遅滞なく再

検針及び現地調査等を行い、適正な内容の検針済データを作成するものとする。

（４）使用水量のお知らせ票発行に関すること

① ハンディターミナルで検針後、給水装置設置場所又は使用者が指示する場所へ配布する。

② 使用者が送付先を別住所へ希望している場合は、その住所へ送付する。

③ 現地配布できなかった検針票については、使用者の手元に届くよう努める。

（５）異常水量の対応に関すること

① 水量急増の場合、指示数とパイロットの再確認をして、使用者に対して聴取調査を行う。

② 水量急減の場合、指示数の再確認をし、使用者に対して聴取調査を行うとともに、必要に応じ

て、使用者の承諾の元、蛇口等から水を出してパイロット及びリッター針の回転確認を行うこと。

不在の場合、居住状況を確認の上、上下水道局に報告すること。

③ メーター故障及び逆付け等の異常がある場合は、現状を確認の上、該当するメーターの作成業

者と調整し、必要に応じて上下水道局に報告すること。必要に応じて、使用者へ状況連絡及び聴

取調査を行うこと。

④ 集合住宅の各戸検針・各戸徴収の契約を締結している集合住宅について検針後、親メーターの

水量と各子メーターの合計水量の差が著しく大きい場合は所有者又は管理会社等に報告し、速や

かに調査するように促す。

⑤ 上記①～④で確認した原因等をシステムに記録すること。

（６）再確認検針に関すること

① 異常水量等が見られた原因不明であるものや、上下水道局が指定するもの、使用者等から苦情

があったものについては再度訪問し、指示数とパイロットの確認をして、誤検針や漏水見落とし

等を防止するように努める。

※（参考）再検針数：年間件数約 1,300件（令和４年度）

（７）漏水確認の調査に関すること

① 検針の際は水道メーターのパイロットを確認し、漏水の有無を調査する。

② 二次側（宅地内）漏水疑いの場合、使用者立会いの上現地確認を行い、水道の使用確認（トイ

レ、蛇口、洗濯機など）をし、使用がない場合使用者に止水栓の開閉方法を伝え、漏水箇所の特

定と市指定業者への修理依頼をするように指導する。不在の場合は、十分にパイロットを確認し

た後、別途漏水のお知らせ用紙を投函する。

③ メーターボックス付近もしくは一次側漏水でボックス内に水がたまっている場合は、漏水箇所

の特定（一次側・二次側の判断、止水栓不良の有無など）を行い、必要があれば上下水道局に報

告し、市指定業者へ連絡する。

④ 漏水による減免制度について案内し、必要に応じて使用者へ状況を連絡し、聴取調査を行う。

（８）検定期限切れの確認調査に関すること

① 検針の際に必要に応じて水道メーターの検定期限を確認し、開栓中にかかわらず検定満期を超

過しているメーターに関しては、現地調査を行い、必要に応じて使用者との折衝を行うこと。

② 期限切れの疑いがあるものについては、使用者に指導し、上下水道局へ報告する。

（９）水量認定に関すること

① 施錠や車両の下などで検針が不可能な水栓については、不在票を投函し再度訪問する。

② 検針後、再訪問してもなお、どうしても検針ができない場合は指示数の認定を行う。ただし上

下水道局が個別に指示するものに関してはこの限りでない。

③ 開栓使用者における指示数の認定が継続して 3期以上に達した場合は、原因を調査するととも
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に上下水道局へ報告する。

（10）無届使用等の対応に関すること

① 現在閉栓中または給水停止中の水栓で水道の使用が見られた場合は、現地の状況を確認し、使

用者や関係者に対して、氏名・連絡先・使用開始年月日などを聞き取り、水道使用申込書等を受

理する。

② 必要に応じて停水を行う。

③ その他、川西市水道事業給水条例違反者（盗水等の不正使用者）が発覚した時は、現地の状況

を確認し、上下水道局に報告する。

（11）使用者名義の確認に関すること

① 検針データに登録されている使用者名義に疑義がある場合は調査を行い、必要に応じて名義変

更等のシステム入力を行う。特殊な事例があった場合は上下水道局へ報告する。

② 以下の方法により使用者の確認に努める。

ア 現地の状況（電気メーターの回転、ガスメーターの状態、郵便物の状態、屋内外の状態等）

を確認する。

イ 不動産業者、管理人の連絡先を調査する。

ウ 近隣住民からの聞き取りを行う。

（12）異常検針の報告と検針日報への記入に関すること

① 受託者は毎日の検針終了後、出力される検針情報リスト（異常水量、無届使用、認定、検針不

能、親子差水など）に基づき、当日分の検針報告を上下水道局に行う。

② リストに出力されないものについては、上下水道局が指示するもの、受託者が報告の必要があ

ると判断したものについて、報告を行う。

③ 受託者は、その日に行った検針件数や要報告水栓を検針日報に記入する。

（13）各戸検針、徴収の登録に関すること

① 使用者から各戸検針、徴収の申請があった場合、現地調査を行い、申請内容と相違がないこと

を確認のうえ、上下水道局に報告すること。

② 上下水道局が各戸検針、徴収を承認し契約した物件について、水栓の新規登録を行うこと。

（14）その他検針に係る附帯業務に関すること

① 業務上必要な資料について、受託者は、お知らせ投函場所が特殊な水栓、複雑な位置にある水

道メーターの位置情報、特別な対応が必要な使用者の情報など検針に必要な資料を、上下水道局

が必要と判断した場合は作成し提出する。

② 分水請求・報告作成を上下水道局の指示のもと実施する。

③ 上下水道局が設置するスマート水道メーターで水量異常のメールが届いた場合は対応する。

④ ハンディターミナルに登録できない井戸検針について、上下水道局の指示のもと実施する。

⑤ 火災発生時には、上下水道局の指示のもと、現地確認により漏水の有無を確認し、必要に応じ

てバルブ止め等の対応を行うこと。

⑥ 検針ができていない使用者から指示数の報告があった場合、その指示数をもとに調定を作成す

ること。

⑦ 使用者から誤検針等の苦情及び問い合わせがあった場合は、現地調査を実施して原因を特定し、

使用者に事情説明を十分に行って理解を得た上で、その結果を上下水道局に報告する。

⑧ 検針時、各戸の門標等に貼付されている水栓番号（お客さま番号）を確認する。また、水栓番

号のはがれに気づいた場合は水栓番号の確認を行い、水栓番号の貼付に努めるものとする。

⑨ 検針に必要な鍵、オートロックの情報については、必要に応じて上下水道局より受け取ること。

⑩ 希望する使用者に対しては、検針のお知らせではなく、上下水道料金納入通知書を別途作成し、

送付すること。（令和４年度実績：件数 4件、年間送付件数 24件）
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⑪ その他必要な事項は上下水道局と協議し定めることとする。

（15）その他特記事項

現在の業務における人員への配慮を行うなど、熟練した人員の確保に努め、円滑な検針業務を実施

すること。

６ 閉開栓業務

（１）開栓業務に関すること。

① ｢開栓受付票｣に基づき、止水栓止め・閉栓キャップ及び副栓止めとなっている場合は記載され

ている所在地、水栓番号、メーター番号等を確認し、使用開始日の前日（前日が休業日の場合は

その前日）に開栓作業を行う。但し、使用者の都合により、立会い開栓を希望する場合はその指

定する日時とする。

② 止水栓を開いた後、パイロットの静止を必ず確認する。

③ パイロットが静止しないときは、漏水もしくは宅内の蛇口が開いている可能性があるので、バ

ルブを閉栓し、お知らせを差し置く。

④ メーターが撤去されている場合は、新しいメーターの取り付け、止水栓の開栓を行う。

⑤ 使用者・連絡先・送付先・口座等を料金システムに入力する。

⑥ 開栓作業において、閉栓期間中に水道の使用が確認された場合は、家主・管理人等に連絡・調

査し使用者を特定した上で料金調定を行い、請求・収納するものとする。

（２）閉栓業務に関すること

① ｢閉栓受付票｣に記載されている所在地、水栓番号、メーター番号等を確認し、使用中止日の翌

営業日に閉栓を行う。但し、使用者の都合により、立会い閉栓を希望する場合はその指定する日

時とする。

② ｢閉栓受付票｣に閉栓時メーター指示数を記録する。

③ 止水栓がないもの、あるいは止水栓が不備なもの（止水キーにより閉栓できないもの）につい

ては、閉栓キャップ止めもしくはメーター撤去の方法で止水（閉栓）を行う。

④ 送付先・請求方法、閉栓時指示数を料金システムに入力する。

⑤ 閉栓作業で異常が認められた場合は、必要な処置を行うとともに上下水道局へ報告することと

する。

（３）名義変更に関すること

① ｢水栓使用者変更届｣に記載されている所在地、メーター番号等を確認し、名義変更日（名義変

更日は休業日を含む）にメーターの指示数確認作業を行う。使用者の都合により、立会いを希望

する場合はその指定する日時とする。

② ｢水栓使用者変更届｣に名義変更時メーター指示数を記録する。

③ パイロットの静止を確認し、漏水等の異常がないか確認する。

④ 名義変更時指示数を料金システムに入力する。

（４）その他必要な事項に関すること

① 閉開栓業務に関しては、受託者証等の身分証明書を携帯し、給水装置工事主任技術者の有資格

者の同行のもと、作業を行うこととする。

② その他必要な事項は上下水道局と協議し定めることとする。

（５）その他特記事項

地元企業の活用など、地域貢献に努めながら、円滑な閉開栓業務を実施すること。
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７ 夜間・休日・時間外等受付業務

滞納整理・給水停止業務及び閉開栓業務にかかる夜間休日対応については、別に定める手順（別紙４）

に従い本庁舎宿日直員と連携の上、対応するものとし、必要に応じて市の第三セクターである株式会社川

西水道サービスと調整を行うこと。

８ 料金計算・調定業務

（１）上下水道料金の調定に関すること

① 使用水量に基づき月２回本調定（２０日・月末）前に仮調定を行う。

② 本調定、納付書作成は上下水道料金システム委託業者が行う。

③ 上下水道料金システムから抽出した資料を用いて、上下水道局が示すExcelに入力し、入力し

た数値と本調定の数値が一致しているか確認し、上下水道局へ報告する。

④ 上下水道料金等の納入通知書の郵送

ア 収納済使用者等の納入通知書を抜き取る。

イ 同一の使用者や送付先が同じ納入通知書は、まとめて郵送する。

⑤ 前月中に閉栓した使用者及び下水のみ使用者について納入通知書、汚水排出量認定通知書等を

作成し郵送する。

⑥ ④、⑤の郵送前に各帳票の通知数と重さ別の発送件数を集計し、とりまとめ、上下水道局へ報

告する。

（２）調定更正に関すること

① 検針誤りや認定水量の調整等で、調定後に使用水量に変更が生じた場合は調定更正を行い、還

付又は再請求が必要となった場合は、速やかに使用者に連絡し処理を行うこと。

② 毎月初に還付額を上下水道局に報告する。

（３）減免処理に関すること

① 漏水減免

上下水道局の決裁完了後、還付又は料金更正後の再請求について、速やかに使用者に通知する。

（４）その他の必要な事項

① 使用者等からの問い合わせ・苦情等は受託者において対応し、対応結果を上下水道局に報告す

る。

② その他必要な事項は上下水道局と協議し定めることとする。

９ その他関連する業務

（１）下水道単独請求関連業務

① 下水道開始届・異動届等のシステムへの入力に関すること。

下水道課より下水の新規接続や使用者からの井戸水の中止等の異動届のあったもの、または飛び

地である満願寺町において、水道を供給している宝塚市より水道使用の開始等の報告があったもの

について上下水道料金システムに入力を行う。

② 下水道使用料減免申請の受付及び減免決定資料の作成に関すること。

下水道使用料にかかる減免申請を受付（宝塚市からの水道料金減免決定通知の受付を含む）し、

決裁資料を作成後上下水道局の決裁を得る。その後、水道料金と合わせて下水道使用料の還付通知

を行う。（還付金の振込処理は上下水道局が行う。）

③ 認定排水汚水量のシステムへの入力に関すること。
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調定日までに、使用者から報告のあった下水道使用量申告水量データを上下水道料金システムへ

入力する。水量・金額の増減に関する資料を作成し、申告書とともに上下水道局の決裁を得る。

④ 納入通知書の送付に関すること。

納入通知書の送付については水道料金の通知書を送付する方法に準ずる。なお、郵送前に各帳票

の通知数と重さ別の発送件数を集計し、とりまとめ、報告する。

⑤ 汚水排出量認定通知書の送付に関すること。

調定の際に申告により下水道使用量に増減がある使用者に対して料金の「汚水排出量認定通知書」

を作成・送付する。

⑥ 下水道使用料の収納・消し込みに関すること。

下水道使用料の収納消し込みについては水道料金に準ずる。

⑦ 下水道使用料還付・充当資料の作成及びシステムへの入力に関すること。

下水道使用料の還付・充当については水道料金に準ずる。

⑧ 下水道使用料督促状、催告書等の発送に関すること。

下水道使用料督促状、催告書等の発送については水道料金に準ずる。

⑨ 催告及び訪問徴収に関すること。

催告及び訪問徴収については、原則、水道料金に準ずるが、下水道のみを使用している使用者に

も対応すること。

⑩ 分割納付に関すること。

分割納付については、水道料金に準ずる。

⑪ 私設メーターに関すること。

期限切れのメーターを使用している使用者に対し、調査・指導を行うこと。

⑫ 井戸水の使用人数の確認に関すること。

ア 井戸水使用者に対して、毎年度末に下水道汚水排出量の確認についての文書を作成し、送付

すること。

イ 使用人数に変更があった場合は、上下水道局の決裁を得ること。

ウ 上下水道局の決裁完了後、汚水排出量認定通知書を使用者へ送付し、上下水道料金システム

へ入力を行うこと。

⑬ その他の必要事項

その他必要な事項は上下水道局と協議し定めることとする。

（２）メーター取替業務にかかる付帯業務

① 料金システム業者から届く水道メーターの取替のお知らせについて、必要に応じて抜き取りを

行い、種別ごとに集計し、経営企画課に提出すること。

② 料金システムに量水器取替異動票からの取替データを取り込み（ＯＣＲ）、正確に料金計算に

反映させること。

（３）その他付帯する業務

① 決算・予算関係資料の作成に関すること。

決算・予算の算出にあたって必要なデータ・帳票を上下水道局に提出する。

② 契約期間終了による業務データ等の保管等に関すること。

委託契約期間終了による次期受託者への業務引継ができるようデータを保管、整理すること。

③ 破産債権届出書等の調査、法的手続きに必要な資料の作成に関すること。

ア 上下水道料金システムへの経過記録の入力、整理簿の作成後、破産債権の届出等に必要な資

料を作成し上下水道局へ提出する。

イ 滞納者の所有不動産競売事件について、上下水道料金システムへの経過記録の入力、返戻整

理簿の作成後、配当要求に必要な資料を作成し、上下水道局へ提出する。
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ウ 上下水道局で支払督促を行う場合に必要な滞納者の状況等の資料を作成し提出する。

④ 手数料積算資料の作成に関すること。

コンビニ収納（モバイル決済を含む。）、口座振替等の手数料算出にあたって必要なデータ・帳票

を上下水道局に提出する。

⑤ その他、統計・分析に必要な資料の作成に関すること。

上下水道局が必要に応じて提出を求める統計、分析等の資料を作成し提出する。

⑥ 郵便物の発送に関すること。

ア 送付用封筒に後納、市内特別、受取人払い、返信用封筒の押印を行う。

イ 給水停止用封筒に重要の押印を行う。

ウ 使用開始後最初の納入通知書送付時に口座振替依頼書及び料金表の同封準備を行う。

エ その他送付時に同封するものの送付準備を行う。

オ 納入通知書等を発送する際は、上下水道局経営企画課に発送件数及び郵送料の報告を行う。

カ 発送件数及び郵送料の報告の際は、各帳票別・重さ別で行うこと。

⑦ 帳票の管理に関すること。

封筒、口座振替依頼書等の在庫管理を行い、必要に応じて上下水道局に発注依頼すること。

⑧ 方書（アパートコード）の管理に関すること

集合住宅において新規又は変更の届け出があった場合、上下水道料金システムに方書の登録を行

い、同様の内容をExcelに追加すること。

⑨ 指定給水装置工事事業者の管理に関すること

指定給水装置工事事業者において新規又は変更の届け出があった場合、上下水道料金システムに

登録を行うこと。（年間件数：90件程度）
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別紙１

委託業務一覧表（令和４年度実績値）

項目 実績

基

本

指

針

給水人口 154,177人
給水戸数 71,221戸
メーター数（開栓中）①～⑦計 68,851件
①口径 13ミリ 4,782件
②口径 20ミリ 63,141件
③口径 25ミリ 558件
④口径 40ミリ 257件
⑤口径 50ミリ 82件
⑥口径 75ミリ 28件
⑦口径 100ミリ 3件

経営企画課（料金担当）職員数 職員 3名・会計年度任用職員 1名

窓

口

・

収

納

業

務

口座振替申込・口座振替開始通知件数 3,259件／年

証明書等交付 75件／年

漏水減免受付 340件／年

消込処理①～④計（現年度） 382,693件／年

①ＯＣＲ分 10,579件／年

②コンビニ収納 58,640件／年

③口座振替 300,779件／年

④モバイル決済 12,695件／年

還付処理 638件／年

充当処理 200件／年

還付時効件数 15件／年

窓口収納件数 6,342件／年

架電件数 501件／年

電話受付件数 14,130件／年

水栓新規受付件数 469件／年

滞

納

整

理

業

務

督促状送付 22,219件／年

催告書送付 9,443件／年

滞納件数（過年度含む）（令和 5年 5月末現在） 41,660件／年

時効件数 540期／年

給水停止

①予告通知発送 1,830件／年

②執行 191件／年

給水停止の方法 専用工具による止水栓止め・キャップ止め・バルブ止め

徴収率（令和 5年 5月末現在）

①現年度 99.3%
②過年度 99.6%
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検

針

業

務

検針地区 市全域

検針サイクル 奇数月地区・偶数月地区による隔月検針

年間受付件数

①H30年度 437,477件／年

②R1年度 438,811件／年

③R2年度 441,812件／年

④R3年度 446,837件／年

⑤R4年度 450,514件／年

閉

開

栓

業

務

閉栓業務

①H30年度 5,825件／年

②R1年度 6,427件／年

③R2年度 6,541件／年

④R3年度 6,857件／年

⑤R4年度 7,047件／年

開栓業務

①H30年度 5,903件／年

②R1年度 6,551件／年

③R2年度 6,896件／年

④R3年度 7,457件／年

⑤R4年度 7,295件／年

調

定

調定件数 412,601件／年

納付書発送件数 86,678件／年

口座振替依頼件数 322,240件／年

口座振替依頼件数（再請求） 4,132件／年

振替済通知件数 16,997件／年
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別紙２

貸与品・支給品等一覧

貸与品

品 名 内 容 貸与予定数 備考

市庁舎上下水道局内事務室 業務全般 約 55㎡

無償

控室 業務全般 約 14㎡
パソコン 業務全般 10台程度

プリンター 業務全般 2台

ＯＣＲ 業務全般 上下水道局と共用

閉栓キャップ等給水停止用具 滞納整理業務用 約 80個
閉栓キャップ・解除キー 滞納整理業務用 1個

ハンディターミナル 滞納整理業務用 15台

机・椅子 業務全般 11台程度

電話機 業務全般 4台程度

ＦＡＸ 業務全般 上下水道局と共用

駐輪場 業務全般 3台

業務受託者証 業務全般 全職員

駐車場 業務全般 1台
有償

月額 6,650円
（注）駐車場料金については、変更になることがある。

支給品

品 名 内 容 支給予定数

封筒 業務全般 必要数

領収書（手書き） 業務全般 必要数

口座振替申込書 収納業務用 必要数

開閉栓届 業務全般 必要数

ロール紙（検針のお知らせ） 検針業務用 必要数

プリンタートナー等消耗品 業務全般 必要数

その他業務に必要な用紙 業務全般 必要数

※支給品については発行枚数と残枚数の管理と報告を行うものとする。

※上記の他、必要貸与品等がある場合は上下水道局と協議のうえ決定する。

その他

以下については、上下水道局が負担する。

・事務所の光熱水費。ただし、受託者が用意した電話等の通信費を除く。

・貸与品の維持にかかる経費

・本委託業務に必要な使用者等への郵送料

・上下水道料金収納にかかる手数料
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別紙３

個人情報保護に関する特記事項

（基本的事項）

１ 受託者は、受託した業務を執行するにあたり、個人情報の保護の重要性を認識し、個人の権利を侵害

することのないよう個人情報の取扱いを適切に行わなければならない。

（収集の制限）

２ 受託者は、受託した業務を執行するため個人情報を収集するときは、事務の目的を達成するために必

要な範囲内で適正かつ公正な方法により行わなければならない。

（目的外利用・提供の制限）

３ 受託者は、上下水道局の指示ある場合を除き、この契約による業務に関して知ることのできた個人情

報を契約業務の執行目的以外に利用し、又は上下水道局の承諾なしに第三者に提供してはならない。

（漏洩・滅失及び毀損の防止）

４ 受託者は、受託した業務を執行して知り得た個人情報について、個人情報の漏洩・滅失及び毀損の防

止を図り、適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。

（破棄）

５ 受託者は、受託した業務に関して知り得た個人情報について、保有する必要がなくなったときは、上

下水道局に申し入れ、承諾を得た後、廃棄等を行わなければならない。

（秘密の保持）

６ 受託者は、受託した業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせてはならない。この契約

を終了し、又は解除された後においても同様とする。

（複写又は複製の禁止）

７ 受託者は、受託した業務を処理するために上下水道局から渡された、個人情報が記録された資料等を

上下水道局の承諾なしに複写又は複製してはならない。

（従事者への周知）

８ 受託者は、受託した業務に従事するものに対して、在職中及び退職後においても業務執行中に知り得

た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないことなど、個人情報の保護

に必要な事項を周知させるものとする。

（資料等の返還等）

９ 受託者は、受託した業務を処理するために上下水道局から提供、又は業務上知り得た個人情報が記録

された資料等は、契約完了後直ちに上下水道局に返還し引き渡すものとする。ただし、上下水道局が指

示したときは当該方法によるものとする。
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（立ち入り調査）

10 上下水道局は、受託者が業務執行にあたり取り扱っている個人情報の状況について、随時調査するこ

とができる。

（事故発生時における報告義務）

11 受託者は、この特記事項に違反する事態が生じ、又は生じる恐れのあることを知ったときは、速やか

に上下水道局に報告し、指示に従うものとする。

（事故発生時における対応及び損害賠償）

12 受託者は、この特記事項に違反する事態が生じ、第三者に損害を与えたときは、被害者へ損害を賠償

するものとする。また被害者への対応は受託者が直接行なう。

（契約解除及び損害賠償）

13 上下水道局は、受託者がこの契約に違反していると認めた場合は、契約を解除することができる。こ

の場合は、契約に定める違約金とは別に損害賠償を請求することができる。

（その他）

14 受託者は、業務を執行するにあたり、個人情報の保護に関する法律その他関係法令を理解した上で執

行すること。
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別紙４

※給水停止執行一覧表は受領した日から次に渡され
る日まで有効です。

夜間・休日・時間外等受付業務にかかる対応手順

窓口では、営業時間外および日・祝日
の開栓・閉栓に関しては原則対応をし
ていない旨をお伝えし開庁日に連絡す
るよう案内する。
上下水道局のホームページでは２４時
間開栓・閉栓の受付が可能なことを案
内する。

時間外および日・祝日で
あってもお客さまセンター
へ連絡。

緊急の場合、または宿直員で
緊急かどうかの判断が困難な
場合。

※土曜日は２４時間受付のため、お客
さまセンターに連絡。

※色塗り部分がお客さまセンターに関わる箇所。

電話で市の宿直室に上下水道についての問い合わせが入る

水道の開栓・閉栓について 「給水停止執行している」 漏水している

川西水道サービスへ内線でお繋ぎする。

内線で繋がらない場合は、お客様の名前、電
話番号を聞き、川西水道サービスにからお客
様へ折り返しの連絡をする旨お客様に伝え
る。
川西水道サービスに、お客様に電話していた
だくよう、連絡する。お客さまセンター待機携帯へ連絡。

080－○○○○－○○○○

お客さまセンター所長へ連絡。
080－△△△△－△△△△

給水停止執行一覧表を確認

連絡が取れない

電話を引き継ぐときは、

「川西市が出資している第３
セクターの株式会社川西水道

サービスへおつなぎします。

」と伝えてください。

名前あり名前なし
（給水停止と無関係であり
開栓の関係と思われる）


